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世界経済

図表１

ＩＭＦの世界成長率見通し（19/4月）世界貿易量
（前年比、％、％ポイント）

（注） 世界貿易量は、世界実質輸入。直近2019年1Qは、1-2月の値。 成長率見通しの括弧内は、前回見通し（19年1月時点）からの変化。
（資料） ＩＭＦ、各国統計、オランダ経済政策分析局
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実質輸出

（注） 日本銀行スタッフ算出。＜＞内は、2018年通関輸出額に占める各国・地域のウェイト。
（資料） 財務省、日本銀行
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成長率と需給ギャップ

（注） 需給ギャップは、日本銀行スタッフによる推計値。短観加重平均DI（全産業全規模）は、生産・営業用設備判断DIと
雇用人員判断DIを資本・労働分配率で加重平均して算出。

（資料） 内閣府、日本銀行
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実質ＧＤＰ 需給ギャップ
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雇用・所得環境

図表４

労働需給 雇用者所得

（注） 雇用者所得の各四半期は、1Q：3～5月、2Q：6～8月、3Q：9～11月、4Q：12～2月。
雇用者所得＝名目賃金（毎月勤労統計）×雇用者数（労働力調査）。

（資料） 総務省、厚生労働省
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個人消費

（注）消費活動指数（旅行収支調整済）は、除くインバウンド消費・含むアウトバウンド消費。
（資料） 日本銀行、内閣府等
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企業収益と業況判断

（注） 企業収益は法人季報ベース。金融業、保険業を除く。業況判断は全規模。
（資料） 財務省、日本銀行
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設備投資

（注）設備投資計画は短観ベース。全産業＋金融機関の値。ソフトウェア投資額・研究開発投資額を含み、土地投資額は含まない
（2016年12月調査以前は、研究開発投資額を含まない） 。右図の固定資産残高は土地を除く。

（資料） 日本銀行、財務省
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設備投資計画 固定資産残高の伸び率
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展望レポートの経済・物価見通し
（2019年4月）

（注） 消費者物価指数は、消費税率引き上げ・教育無償化政策の影響を含むケース。
（資料） 日本銀行
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消費者物価

（注） 消費者物価は、消費税調整済み（試算値）。
（資料） 総務省
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ヒステリシスによるデフレマインドの醸成

（注）企業の価格判断は、短観ベース（全産業全規模）。潜在成長率は、日本銀行スタッフによる推計値。
（資料） 日本銀行
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労働市場のスラック

（注）労働参加率は、後方12か月移動平均。非正規雇用比率は、後方4四半期移動平均。
（資料） 総務省
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産業別の生産性向上とソフトウェア投資の動向

（注）左図は就業1時間当たりの労働生産性（実質ベース）。右図の18年度は実績見込み、19年度は計画ベース。
（資料） 日本生産性本部、日本銀行
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賃金上昇圧力を生産性の向上でカバー

（注） ・実質賃金＝人件費÷人員数÷ＧＤＰデフレーター、
・労働生産性＝（営業利益＋人件費＋減価償却費）÷人員数÷ＧＤＰデフレーター。
・人件費等は、法人季報ベース（金融業、保険業を除く）。2009/2Q以降は、純粋持株会社を除く。

（資料）財務省、内閣府
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先行きの労働需給

（注）左図の就業希望者は、就業を希望しているが、求職活動を行っていない者。
右図の追加就労希望就業者は、就業者のうち、就業時間の追加が可能で、かつ希望している者。
潜在労働力人口は、就業者でも失業者でもない者のうち、①1か月以内に求職活動を行っており、すぐではないが2週間以内に
就業できる者、および②1か月以内に求職活動を行っていないが、就業を希望しており、すぐに就業可能な者。

（資料） 総務省
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企業の資金需要

（注）無借金企業は借入がない企業、実質無借金企業は現預金が借入金よりも多い企業。
（資料）日本銀行「金融システムレポート」・「資金循環統計」、帝国データバンク

部門別の資金過不足 無借金企業比率
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金融活動指標（ヒートマップ）

（注）ヒートマップは、各金融活動指標において、トレンドからの乖離度合いを色で識別するもの。「赤」は上限の閾値を超えて過熱して
いることを、「青」は下限の閾値を下回って停滞していることを、「緑」はそれ以外を示す。「白」はデータがない期間を示す。

（資料）日本銀行「金融システムレポート」

図表16

80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

年

金融機関の貸出態度判断DI

M2成長率

機関投資家の株式投資の対証券投資比率

株式信用買残の対信用売残比率

民間実物投資の対GDP比率

総与信・GDP比率

家計投資の対可処分所得比率

家計向け貸出の対GDP比率

企業設備投資の対GDP比率

企業向け与信の対GDP比率

不動産業実物投資の対GDP比率

不動産業向け貸出の対GDP比率

株価

地価の対GDP比率

不動産

資産価格

金融機関

金融市場

民間全体

家計

企業



外需主導の拡大と企業の海外投資

（資料） 内閣府、財務省、日本銀行

GDPに占める輸出 経常収支の内訳
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企業の国内設備投資への波及

（注）設備年齢は、全産業全規模、土地除く固定資産（含む建設仮勘定）。
当期ビンテージ＝｛（前期ビンテージ＋0.25年）×（前期末残高-当期除却）＋0.25年×当期新設｝/当期末資産。
「国富調査」に基づき1970年末のビンテージを8.2年とした。

（資料） 内閣府、財務省

GDPに占める設備投資 設備年齢（ビンテージ）
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